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児童期における知能と学力の変動パターンの検討（２）
－オーバーアチーバー，アンダーアチーバーに着目して－
都築 忠義＊１　 相良 順子＊２　 宮本 友弘＊３　 家近 早苗＊４　 松山 武士＊５　 佐藤 幸雄＊６
要 旨
　小学校児童が６年間に示す知能と学力の変動について，知能から期待される学力が実際の学力よりも高いオー
バーアチーバー，逆に低いアンダーアチーバーに着目して分析した。分析対象者は，研究協力校に平成X年〜平成
X+４年の間に入学し，毎年実施された知能検査と学力検査（国語，算数）の結果が６学年分整っている194名（男子
88名，女子106名）であった。また，知能偏差値から期待される学力偏差値と，実際の学力偏差値との差（新成就値）
が−８以下をアンダーアチーバ （ー知能から期待されよりも学力が低い。以下，UA），−７〜＋７をバランスドア
チーバー（知能と学力のバランスがとれている。以下，BA），＋８以上をオーバーアチーバー（知能から期待され
るよりも学力が高い。以下，OA）とした。
　学年別のOA，BA，UAの構成比をみると，いずれの学年でもBAが５〜７割を占め，多くの児童は知能に見合っ
た学力水準にあった。OAとUAを比較すると，低学年ではOAの割合がUAよりも多いが，学年進行に伴い両者は
同程度になった。ただし，５年次ではUAの割合がOAよりも著しく多く，とくに，算数では男子でその傾向が強
くみられた。また，連続する２学年間の個人内変動をみると，４年から５年かけてはBAからOAに変化する児童
が多く，５年から６年にかけてはOAからBAに変化する児童が多かった。こうした５年次のOAの顕著な増加は，
中学受験勉強の影響によるものと推察された。
　１年次にUAあるいはOAであった児童の６年間の知能と学力の変動をみると，両者ともに国語では２年次に，
算数では３年次に，知能と学力のバランスがとれるようであった。こうした変化は，UAでは低学年で学力偏差値
が上昇すること，また，OAでは比較的高い学力偏差値が６年間維持されることによるが，それを規定する要因と
して，学習意欲や学習習慣の可能性が示唆された。
　以上から，知能と学力の変動を規定する決定的な要因は，学年によって異なる様相にあることが示唆され，内
的要因と外的要因をきめ細かく検討することが今後の課題となった。
＊１：聖徳大学児童学部児童学科・教授／＊２：聖徳大学児童学部児童学科・教授／＊３：聖徳大学大学院教職研究科・准教授 
＊４：聖徳大学児童学部児童学科・准教授／＊５：聖徳大学大学院教職研究科・教授／＊６：聖徳大学児童学部児童学科・准教授
【問題と目的】
　前回の都築・相良・宮本・家近・松山・佐藤（2012）の報告では，
小学校１年生から６年生までの６年間に示された知能偏差値と
学力偏差値（国語と算数）の変動を追跡した。知能偏差値は１
年生から６年生にかけて有意に上昇する結果が得られた。また
学力偏差値においても，ほぼ同様に１年生から６年生にかけて
上昇する傾向が見られた。詳しく検討すると上昇し続ける児童
もいれば，変化の少ない児童，逆に偏差値が低下する児童も見
られた。前回の報告は１年生から６年生にかけて大幅に下降す
る群と上昇する群に分けて変動パターン検討した。
　学力を規定する要因についての研究は，教科内容，指導方法，
指導期間，基礎学力，該当学年，知能，地域差，家庭環境，き
ょうだい関係などの観点からなされてきている。学業成績を規
定する要因には，知能，性格などの内的要因，また対人的環
境，  物理的環境などの外的要因に分けられることもある（神田，
1999）。
　古くは原岡（1957，1969），町田（1969）が知能と学力との差
を取り上げ，速水（1981）や杉村・藤田・玉瀬（1983）は学業成
績と原因帰属を，神田（1999）は学業成績と統制感を取り上げ
検討している。学業成績と親の期待に関しては木澤（2005）が，
豊田（2008，2010）は学業成績に影響する要因として小学生低
学年では基本的生活習慣が重要であるとしている。
　しかし古くに松原（1967）も指摘しているように，学業成績
を規定する要因は複雑なため，１回限りの学力検査，知能検査
からでは，その分析結果や結論の信頼性が低くなろう。前回の
報告（2012）で指摘した如く，学業成績のみならず知能偏差値
も６年間に大きく変動する児童もいる。内的要因である知能偏
差値ですら変動するように，家庭における期待・失望，担当教
師との関係，クラス内の対人関係などの外的要因は一定ではな
く，常に変動すると思われる。また教科への興味・関心も変化
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するであろう。縦断的研究では丹藤（1993），松崎（2009）など
がある。松崎（2009）は，４年生から６年生までの３年間の追
跡データから，知能偏差値は有意に上昇し，前年ないし前前年
の学力が影響していると述べている。
　今回の報告は，速水（1981），神田（1999），松崎（2009）の結
果を踏まえ，学習意欲の指標を学力と知能から期待される学力
との差（アンダーアチーバー，オーバーアチーバー）として捉え，
両者の変動とそのパターンを分析し，検討する。
【方法】
・調査対象児
　都築他（2012）と同様に，平成X年度〜平成X+４年度入学者
452名（男子215名，女子237名）のうち，６年間のデータが欠落
なくそろっている194名（男子88名，女子106名）を分析対象と
した。
・調査指標
知能の指標
　調査協力校が毎年４月に実施してきた「教研式新学年別知能
検査サポート」の結果を使用した。得点は，全国基準による偏
差値（平均50，標準偏差10）に換算され，また，知能から推定
される各教科の学力期待値も算出される。
学力の指標
　調査協力校が毎年２月に実施してきた「教研式標準学力検査
NRT」の結果を使用した。入学後，２年生までは国語，算数
の２教科，３年生以降は社会，理科を加えて４教科が実施され
るが，本研究では，６年間の経年変化を追跡するため，国語と
算数の結果のみを分析対象とした。なお，各教科の得点は，知
能と同様に，全国基準による偏差値（平均50，標準偏差10）に
換算される。
アンダーアチーバーとオーバーアチーバーの分類基準
　「教研式標準学力検査NRT」の手引きに従い，知能偏差値か
ら期待される学力偏差値を計算し，実際の学力偏差値との差
（新成就値）を求め，−８以下をアンダーアチーバ （ー知能から
期待されよりも学力が低い。以下，UA），−７〜＋７をバラ
ンスドアチーバー（知能と学力のバランスがとれている。以下，
BA），＋８以上をオーバーアチーバー（知能から期待されるよ
りも学力が高い。以下，OA）とした。
【結果】
１　学年ごとのUA，BA，OAの構成比
　図１は国語，図２は数学の学年ごとのUA，BA，OAの割合
を示したものである。
　学年ごとにχ2検定を行った結果，表１に示す通り，国語，
算数ともに全学年で人数の偏りは有意であった。ライアンの名
図１　国語における各学年のUA／BA／OAの割合（N=194）
図２　算数における各学年のUA／BA／OAの割合（N=194）
図３　５年次・算数におけるUA／BA／OAの男女別の割合
表１　UA／BA／OAの割合の有意差検定の結果
学年
国語 算数
χ2値(df=2) 多重比較の結果 χ2値(df=2) 多重比較の結果
1年 113.09** UA<OA<BA 84.14** UA<OA<BA
2年 75.48** UA<OA<BA 61.69** UA<OA<BA
3年 123.12** UA=OA<BA 136.88** UA<OA<BA
4年 129.49** UA=OA<BA 116.50** UA=OA<BA
5年 169.82** UA<OA<BA 66.33** UA<OA=BA
6年 125.25** UA=OA<BA 141.83** OA<UA<BA
　**p<.01
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義水準を用いた多重比較を行ったところ，５年の算数以外，国
語，算数ともに全学年でBAがUA，OAよりも有意に多かった。
UAとOAの差についてみると，国語では，１，２年ではOAが
UAよりも有意に多く，３，４年では有意差はみられなかった。
５年ではOAがUAよりも有意に多くなるが，６年では有意差
はみられなかった。算数においては，１年〜３年，及び，５年
でOAがUAよりも有意に多かったが，５年ではOAとBAの差
が有意ではなかった。４年ではUAとOAに有意差はなく，６
年ではUAがOAよりも有意に多かった。
　男女差を検定すると，算数の５年次のみで有意であった
（χ2 (2)=6.82，p<.05）。残差分析の結果，図３に示す通り，男
子ではOAが有意に多く，女子では有意に少なかった。
２　UA／BA／OAの変動の分析
⑴連続する２学年間での変動パターン
　表２は，連続する２学年間でのUA，BA，OA相互の変動パ
ターンの割合を示したものである。
　分類カテゴリーが変化した者だけをみると，UAからの変化
では，全体的にBAに変化する者が多かった。とくに，国語では，
４年から５年（13.4％），算数では，２年から３年（9.3％）で変
化する者がもっとも多かった。
　BAからの変化をみると，国語，算数ともに，４年から５年
を除き，いずれの学年間でもUAあるいはOAに変化する者が
一定数みられた。４年から５年では，UAに変化する者よりも
OAに変化する者が著しく多くなり，とくに算数では，31.4％
にのぼった。
　OAからの変化をみると，全体的にBAに変化する者が多か
った。国語，算数ともに４年から５年以外は，10％以上の者が
BAに変化したが，とくに２年から３年では18.6％と相対的に
多かった。また，算数では，５年から６年に35.1％と著しく多
かった。
⑵６年間の変動パターン
　６年間のUA，BA，OA相互の変動パターンをみると，国語
は84パターン，算数は92パターンであった。理論的729パター
ンであるので，出現率は，国語では11.5％，算数では12.6％で
あり，特定のパターンに偏っていた。
　また，国語の84パターンの頻度をみると，「６年間すべて
表２　連続する２学年間ごとの変動パターンの割合（％，N=194）
前年次 UA BA OA
次年次 →UA →BA →OA →UA →BA →OA →UA →BA →OA
国語
1年→2年 0.5 4.1 9.8 42.8 13.9 2.6 14.9 11.3
2年→3年 3.1 9.8 7.2 42.3 12.4 0.5 18.6 6.2
3年→4年 3.1 6.2 1.5 13.4 51.5 5.7 1.0 13.9 3.6
4年→5年 3.6 13.4 0.5 1.5 56.7 13.4 6.7 4.1
5年→6年 2.1 2.6 0.5 13.4 55.7 7.7 1.0 12.9 4.1
算数
1年→2年 4.6 2.6 0.5 7.7 40.2 13.4 1.5 16.0 13.4
2年→3年 3.6 9.3 1.0 3.6 44.3 10.8 18.6 8.8
3年→4年 2.6 4.1 0.5 8.8 51.0 12.4 14.4 6.2
4年→5年 3.1 6.2 2.1 2.6 35.6 31.4 0.5 9.3 9.3
5年→6年 3.6 2.1 0.5 10.3 36.1 4.6 4.6 35.1 3.1
表３　１年次にUAであった者の変動パターン
1年 2年 3年 4年 5年 6年 度数
国語
(N=9)
U
U
U
U
U
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U
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B
B
B
B
B
U
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O
B
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B
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O
O
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1
1
1
1
1
1
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(N=15)
U
U
U
U
U
U
U
U
U
U
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O
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U：UA　B：BA　O：OA
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図４　１年次の国語におけるUAとOAの国語偏差値と知能偏差値の変化
BA」28名（14.4％）がもっとも多く，次いで，「２年次にOA，
それ以外はBA」11名（5.7％），「３年次にOA，それ以外は
BA」８名（4.1％）であった。それ以降は４％未満であった。一
方，算数の92パターンの頻度をみると，「６年間すべてBA」17
名（8.8％）がもっとも多く，次いで「５年次にOA，それ以外は
BA」13名（6.7％），「６年次にUA，それ以外はBA」８名（4.1％），
「１年次，５年次がOA，それ以外はBA」８名（4.1％）であった。
それ以降は４%未満であった。
　とくに1年次にUAであった者を取り上げ，６年間の変動パ
ターンをみると表３の通りとなった。全体的に，国語では２年
次にBAに変化し，算数では３，４年次にBAに変化し，そのま
ま維持される傾向にあった。
３　１年次のUA／OAの６年間の学力と知能の変動
　１年次にUA，OAであった者の，６年間の学力偏差値と知
能偏差値を求めた。図１は国語偏差値と知能偏差値の平均，図
２は算数の算数偏差値と知能偏差値の平均を示したものである。
それぞれについて学年を要因にして分散分析を行った。多重比
較はBonferroni法（p<.05）を用いた。
　国語のUAでは，国語偏差値については学年要因の効果は有
意であった（F（5, 40）=5.50, p<.01）。多重比較の結果，２年が
１年よりも有意に高かった。知能偏差値については学年間の有
意差は認められなかった（F（5, 40）=2.14，ns.）。
　国語のOAでは，国語偏差値については学年要因の効果は有
意であった（F（5, 275）=5.51, p<.01）。多重比較の結果，３年
が１年，４年，５年，６年よりも有意に低かった。知能偏差
値についても学年要因の効果は有意であった（F（5,275）=48.60, 
p<.01）。多重比較の結果，２年は１年より，３年は２年より，
６年は５年よりも有意に高かった。
　算数のUAでは，算数偏差値については学年要因の効果は有
意であった（F（5, 70）=4.38, p<.01）。しかしながら，多重比較
においては，有意差はみられなかった。知能偏差値についても
学年要因の効果は有意であった（F（5,70）=3.75, p<.01）。多重比
較の結果，３年が１年と６年よりも有意に低かった。
図５　１年次の算数におけるUAとOAの算数偏差値と知能偏差値の変化
a. UA（N=9） b. OA（N=56）
a. UA（N=15） b. OA（N=16）
1年　　　 2年　　　3年　　　 4年　　 　5年　　 　6年 1年　　　 2年　　　3年　　　 4年　　 　5年　　 　6年
1年　　　 2年　　　3年　　　 4年　　　5年　　　6年 1年　　　 2年　　　3年　　　4年　　 　5年　　　6年
国語　　　　知能 国語　　　　知能
算数　　　　知能算数　　　　知能
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　算数のOAでは，算数偏差値については学年要因の効果は有
意であった（F（5,295）=12.95，p<.01）。多重比較の結果，５年
が他の学年よりも有意に高かった。知能偏差値についても学年
要因の効果は有意であった（F（5,295）=67.59，p<.01）。多重比
較の結果，２年は１年より，３年は２年より，４年は３年より，
６年は５年よりも有意に高かった。
【考察】
　本研究では，知能と学力の変動を，実際の学力偏差値が，知
能偏差値から期待される学力偏差値よりも低いか高いかという
新成就値に注目して検討した。基本的に，どの学年においても
実際値と期待値のずれが少ないBAが対象児童の５〜７割を占
め，知能と学力とのずれは少なく，安定している児童が多いと
いえる。ここでは，特に知能から期待されよりも学力が低い
UAと逆に知能から期待されよりも学力が高いOAに焦点を当
てて，それらの変化について考察する。
　まず，今回の研究協力校において，６年間を通してUAと
OAの割合の特徴的な結果は，５年生の算数においてOAが急
上昇するという点である。対象校では，５年生の約８〜９割の
生徒が進学塾に通っている。学力検査は年度の終わりに行って
いるため，その影響が考えられる。入試が終了している６年生
において，算数ではOAからBAへ３割の児童が移行している
ことからも，中学受験勉強の影響の可能性を裏付けている。た
だし，５年次にOAへ移行した者のほとんどは４年次にBAで
あり，UAは僅かである。しかも，男子においてこの影響が強
く働くことが示され，女子より男子において，この時期の算数
への学習意欲が高くなっていることが示唆される。また，同じ
５年生でも国語ではこのような現象は強くみられなかったので，
算数は国語と比べ，学習意欲を高めやすい科目といえるかもし
れない。
　次に，１年次にUAである児童に注目し，６年間の知能と学
力の変動を検討した結果，興味深い点がいくつか見出された。
まず，国語でのUAは２年次にBAに変化する傾向がみられた。
知能検査は毎年５月に実施されるために，読み書きの技能が
十分に発達していない，あるいは興味のない児童もいる（内田，
1989）が，UAはそのような児童たちが多いと考えられる。体
系的に読み書きを学習することにより，２年生以上になると知
能と学力のバランスがとれていくといえる。一方，算数は，バ
ランスがとれるようになる時期は国語と少しずれ，３年次であ
るようだ。１，２年次の間は数の勉強に興味がわかない児童で
も，３年生になると学習意欲が相対的に高まると推測される。
１年次でOAである児童でも，国語も算数も３年生までには多
くが知能と学力のバランスがとれるようになることが示された。
以上のように，基本的に低学年の間は，知能偏差値の変動も大
きく，UAもOAも３年次以降の中学年以上になると知能偏差
値に見合った学習成果を上げるようになることが示されている
といえる。
　UAとOA の１年次から６年間の学力偏差値の変化をみてみ
ると，１年次にOAであった児童は学力偏差値が平均60であり，
全国平均より10高い。この数値は６年間であまり変化がなく，
入学当初から学習への興味や意欲を持ち続け，学習する習慣が
ついていると考えられる。一方，１年次にUAであった児童は，
１年次の学力偏差値が平均40であるものの，６年間で約10上昇
している。６年間の間に学習の習慣を身につけることができた
のではないかと推察される。
　本研究では，国語と算数の新成就値に関して６年間の変化を
みてきた。特に，１年次でのUAの６年間の推移では低学年時
における変化の大きさが注目される。これは，低学年時での学
習への興味や意欲を育てることが中学年以降の安定した学力に
結びつくことを示しているように思われる。今後，UAの学習
意欲については，知能と学力だけでなく，動機づけやコンピテ
ンスという側面からもとらえる必要がある。
　さらに，本研究の対象校では高学年において，中学受験の学
習効果が推察された。高学年での細かい学力の変化を追い，特
に５年から６年生にかけて新成就値や学習への意欲など検討す
る必要があるだろう。
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